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そもそも「同一労働同一賃金」とは？

我が国が目指す「同一労働同一賃金」とは、同一企業・団体における、

いわゆる正規雇用労働者（無期雇用フルタイム労働者）と

非正規雇用労働者（有期雇用労働者、パートタイム労働者、派遣労働者）

の間の不合理な待遇差の解消を目指すものです。

厚生労働省のガイドラインには、
「我が国から『非正規』という言葉を一掃することを目指す」

との記載があります。

同じ仕事なら同じ賃金 同じ仕事なら同じ待遇
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なぜ不合理な待遇差を解消するのか？

労働力人口の減少の中、非正規労働者は全体の約4割に。
どのような働き方でも、個人の能力を有効に発揮してもらい、
モチベーションの向上や生産性の向上を狙う！
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パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法の改正時期

従来、旧労働契約法20条では、有期・無期労働者の労働条件を「不合理なもの」
にしてはならないと規定されていた。
今回の改正で旧20条はより明確な基準の元、「パートタイム・有期雇用労働法」
（略称）に移行・新設された。

企業規模に関わらず、既に法律は改正・施行されており、
中・小企業についても早急に対応していく必要があります！
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※ ADR ＝ 事業主と労働者との間の紛争を、裁判をせずに解決する手続きのこと

法改正のポイント

労働者・事業主ともに利用可能。お互いに話し合う機会を提供。
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待遇に関する説明の準備

単に「パートだから」「将来の役割期待が異なるため」
という主観的・抽象的理由では、

待遇の違いについての説明にはなりません。

不合理な待遇差の禁止 待遇に関する説明義務の強化

説明を求めたことを理
由としての、解雇等の不
利益取り扱いは禁止さ

れています。

不合理な待遇差の解消

法改正で必要な対応

正社員との間の待遇に
ついて、相違する内容・
理由について説明する
必要があります。
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均等待遇と均衡待遇とは？

①職務内容 ＝ 業務内容と責任の程度（成果等）

②職務内容・配置の変更の範囲 ＝ 人材活用の仕組み
③その他の事情 ＝ 職務の成果、能力、経験、合理的な労使慣行など

①②の２つを満たす場合は
正社員等と均等（イコール）な待遇が必要

①②③の３つの違いに応じて
正社員等と均衡（バランス）のとれた待遇差が必要

違う仕事では
違いに応じた待遇

同じ仕事では同じ待遇
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②フルタイム 短時間

①無期雇用
正社員

無期雇用フルタイマー
パートタイマー
アルバイト

有期雇用
フルタイマー
契約社員
嘱託社員

パートタイマー
アルバイト
契約社員

具体的な取り組み方①
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具体的な取り組み方②
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具体的な取り組み方③
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具体的な取り組み方④
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具体的な取り組み方⑤
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具体的な取り組み方⑥
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正社員（無期雇用フルタイム）と非正規雇用労働者（パートタイム、
有期雇用、派遣労働者）との間の待遇差がある場合に、

「いかなる待遇差が不合理か」
「いかなる待遇差が不合理でないのか」

について、原則となる考え方とその具体例を示したもの

◎基本給
◎賞与
◎手当（役職手当、精皆勤手当、通勤手当等）
◎福利厚生（福利厚生施設、慶弔休暇等）
◎その他（教育訓練等）…

ガイドラインに記載されている内容

ガイドラインとは

同一労働同一賃金ガイドライン 検索＜ガイドラインの掲載ページはこちらから＞

ガイドラインについて

※ 待遇差が不合理か否かは、最終的に裁判等の手続で判断します。
また、ガイドラインで明確化されることで、紛争の先見性が高まります。

厚生労働省が示した指針

短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に
対する不合理な待遇の禁止等に関する指針
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～各種手当～

交替制勤務等の勤務形態に応じて支給される特殊勤務手当

業務の危険度や作業環境に応じて支給される特殊作業手当

業務の内容が同一の場合の精皆勤手当

正社員の所定労働時間を超えて同一の時間外労働を

行った場合に支給される時間外手当の割増率

同一の支給要件を満たす場合の単身赴任手当

深夜・休日労働手当の割増率

特定の地域で働く労働者に対する補償として

支給する地域手当

食費の負担補助として支給される食事手当

通勤手当・出張旅費

パート・有期雇用
労働者であっても、
正社員と同様の負
担を負っているため
で、
同一の支給が必要。

ガイドラインの内容①
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役職手当で、
役職の内容に対して支給するもの

◎同一の内容の役職には同一の
◎違いがあれば違いに応じた
支給を行わなければならない

（問題とならない例）
役職手当について、役職の内容に対して支給して
いるＡ社において、通常の労働者であるＸの役職
と同一の役職名であって同一の内容の役職に就く
短時間労働者であるＹに、所定労働時間に比例し
た役職手当（例えば、所定労働時間が通常の労働
者の半分の短時間労働者にあっては、通常の労働
者の半分の役職手当）を支給している。

（問題となる例）
通常の労働者Ｘと同一の役職名、同一内
容の役職に就く有期契約労働者Ｙに、Ｘ
に比べ役職手当を低く支給している。

【例】
店長手当
リーダー手当

無期雇用フルタイム労働者に支給している場合

パートはパートなりに
有期は有期なりに

パートタイム・有期雇用労働者で
店長やリーダー職に就いている者 店長手当、リーダー手当の支給が必要

店長やリーダーという特別な
職責を果たしているために支給

ガイドラインの内容②
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通勤手当及び出張旅費

原則として同一の支給が必要
（問題とならない例）
所定労働日数が多い（例えば週４日以
上）通常の労働者及び短時間・有期雇用
労働者には、月額の定期券の金額に相当す
る額を支給しているが、所定労働日数が少
ない（例えば、週３日以下）又は出勤日
数が変動する短時間・有期雇用労働者には、
日額の交通費に相当する額を支給している

【例】
・非常に高い所で作業を行う人に対して支

給する高所手当
・非常に暑いところで作業をする人に対し

て支給する高温手当
➡業務の作業環境に応じて支給
正社員だけではなく、同じ作業環境で働い
ているパートタイム・有期雇用労働者がい
る場合、特殊作業手当を支給しなければ
ならない

業務の危険度又は作業環境に応
じて支給される

特殊作業手当

ガイドラインの内容③
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業務の内容が同一の場合の

精皆勤手当

【支給の目的】
出勤を確保し、所定労働日の
出勤を促すため

業務内容が同じであれば、
同一の基準での支給が必要

【問題とならない例】

派遣先であるＡ社においては、考課上、欠勤についてマイナス査定を行い、かつ、
それが待遇に反映される通常の労働者であるＸには、一定の日数以上出勤し
た場合に精皆勤手当を支給しているが、派遣元事業主であるＢ社は、Ｂ社か
らＡ社に派遣されている派遣労働者であって、考課上、欠勤についてマイナス査
定を行っていないＹには、マイナス査定を行っていないこととの見合いの範囲内で、
精皆勤手当を支給していない。

ガイドラインの内容④
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◎福利厚生

福利厚生施設（休憩室、更衣室）
の利用 同一の利用・付与が必要

（問題とならない例：慶弔休暇）
通常の労働者と同様の出勤日が設定されてる短
時間労働者Ｙには、通常の労働者と同様に慶弔
休暇を付与。週２日勤務のＹには、勤務日の振
替での対応を基本としつつ、振替困難な場合のみ
慶弔休暇を付与。

転勤の有無、扶養家族の有無等
要件が同一の場合の転勤者用社宅

慶弔休暇

健康診断に伴う
勤務免除、給与保障

病気休職

①無期雇用契約の短時間労働者には、同
一の取得を認める必要がある
②有期雇用労働者にも、労働契約が終了
するまでの期間を踏まえて、取得を認める
必要がある
（問題とならない例）
労働契約の期間が１年である有期雇用労働者
について、病気休職の期間は労働契約の期間が
終了するまでとしている。

ガイドラインの内容⑤
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法定外の有給休暇その他の休暇で
あって、勤続期間に応じて

認めているもの

同一の勤続期間であれば
同一の付与が必要

（問題とならない例）
長期勤続者を対象とするリフレッシュ休暇に
ついて、業務に従事した時間全体を通じた
貢献に対する報償という趣旨で付与してい
ることから、通常の労働者に対しては勤続
１０年で３日、２０年で５日、３０年で
７日の休暇を付与しており、短時間労働
者に対しては、所定労働時間に比例した
日数を付与している。

※期間の定めのある労働契約を更新し
ている場合には、当初の労働契約の開
始時から通算して勤続期間を評価する
必要がある

教育訓練で、現在の職務遂行に必
要な技能又は知識を習得するため

に実施するもの

①同一の職務の内容であれば同一の
②違いがあれば違いに応じた

教育訓練の実施が必要

ガイドラインの内容⑥
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民事では均衡・均等待遇の対象となり
得るので、
各社、労使間での個別・具体的な事情
に応じて議論していくことが望まれます

ガイドラインに原則となる
考え方が示されていない

ガイドラインの内容⑦

退職手当

住宅手当

家族手当

その他の手当

これらの手当は、一般的に職務内容・責任に応じて支払われるものではないこと多
く、今後の判例等を注視して対応していく必要があります。
また、「ガイドラインに定義が無い」ということは、「対応しなくてよい」という訳ではなく、
対応を誤ると、今後トラブルになりやすいともいえます。
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派遣労働者への対応
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★ 諸手当、福利厚生について個別の検討が必要

◎ フルタイム無期の労働者のみに及ぶ性質・目的のものかどうか

◎ 同じ状況で働いているパートタイム、有期雇用労働者には、
その性質・目的は及ばないか

◎ 同一労働同一賃金ガイドラインを確認
（精皆勤手当、通勤手当、慶弔休暇等…）

★ 同じ要件を満たす働き方をしているパートタイム、有期
雇用労働者には、支給・付与が必要です。

正社員の就業規則 パート労働者
有期雇用労働者

の就業規則

諸手当
福利厚生

記載あり 諸手当
福利厚生

記載なし

正社員の就業規則と別になっていることが多い対応のまとめ
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自社の状況が法律の内容に沿ったも
のなのかどうか、点検の手順を示して
います。
https://www.mhlw.go.jp/cont

ent/000656231.pdf

各種手当、福利厚生、教
育訓練、基本給について、
不合理な待遇差解消のた
めの点検・検討手順を示し
ています。
業界別マニュアル（スーパー
マーケット業、食品製造業、
印刷業、自動車部品製造
業等）と、全業種共通の
業界共通版があります。
https://www.mhlw.go.
jp/stf/newpage_0398
4.html

各種資料（取組手順書等含む）、解説動画
等が用意されています。
https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/

参考ツールのご紹介
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基本給などの待遇差が不合理かどうかの判断等を行うには、
職務分析・職務評価の手法が有効です

職務分析・職務評価の取り組みを支援します
https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/reform/estimation/

職務評価を用いた
基本給の点検・検討マニュアル

（職務（役割）評価ツールあり）
【右記のサイト内】

職務分析→職務に関する情報を収集・整理し、職務の内容を明確にする
職務評価→社内の職務内容を比較して、その大きさを相対的に測定する

基本給に関する均
等・均衡待遇の状況
を確認し、等級制度
や賃金制度を設計す
る手法である職務評
価について解説してい
ます

参考ツールのご紹介②
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待遇の相違 大阪医科薬科大学 メトロコマース 日本郵便 備考

賞与 不合理ではない

私傷病による欠勤中の
賃金（病気休暇）

不合理ではない 不合理

退職金 不合理ではない
裁判官からの補足意見・

反対意見あり

扶養手当 不合理

祝日給 不合理

年末年始
勤務手当

不合理

夏期冬期休暇 不合理
上告不受理により夏季特
別有給休暇の相違が不合

理とされた

※日本郵便については、日本郵便（佐賀、東京、大阪）のそれぞれの事件を取りまとめたもの

補足～最高裁判決の確認～
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大阪医科薬科大学事件（最高裁 令２.10.13判決）
（令和元（受）1055、1056号 地位確認等請求事件）

教室事務を行うアルバイト職員（契約期間１年以内の有期契約、フルタイム）に賞与・私傷病による欠勤
中の賃金等が支払われないことが、旧労働契約法第２０条に違反すると主張した事件

正職員（教室事務員） 契約社員 アルバイト職員（原告）

賞与 年２回 通年で基本給の4.6か月分
が一応の支給基準

正職員の８０％を支給 支給なし

私傷病による欠勤
中の賃金

6か月分は給料月額の全額
それ以降は標準給与の２割

補償なし

■教室事務員の業務内容の過半が定型的で簡便な作業等であったため、アルバイト職員への置き換え
が進められ、教室事務員の正職員は４名まで減少（業務の内容の難度や責任の程度が高く、人事
異動が行われていた他の大多数の正職員と比較して極めて少数）

■アルバイトから契約社員、契約社員から正職員への登用制度があり、一定数の実績あり

その他の事情

■教授等のスケジュール管理・日程調整、電話・メール・来客等の対応、資料作成、教室内における各種
事務、備品管理、清掃やごみの処理等

■例外的かつ個別的な事情による人事異動あり

原告の職務の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲

正職員は、これに加え英文学術誌の編集事務や病理解剖に関する遺
族等への対応等の業務があり、加えて人材の育成・活用を目的とした
人事異動もあった
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最高裁の判断 本件における待遇の性質・目的 判 決 理 由

賞与
不合理（大阪高裁）

↓

不合理ではない

算定期間における財務状況等を踏まえつつ、その
都度、支給の有無や支給基準が決定されるもの

業務に連動するものではなく、算定期間における
労務の対価の後払いや一律の功労報償、将来の
労働意欲の向上等の趣旨を含むもの

正社員の賃金体系や求められる職務遂行能力及
び責任の程度に照らせば、正職員としての能力を遂
行し得る人材の確保・定着を図るなどの目的で支給
（勤務年数に伴う職務遂行能力の向上に応じた
職能給の性格を有する基本給を基礎に算定）

（本件における）賞与の性質・目的を踏まえて、職務の内
容及び変更の範囲に一定の相違があったこと、その他の事
情（人員配置の見直し等により教室事務員の正職員は
極めて少数となっていたこと、正職員登用制度を設けていた
こと）を考慮すれば、不合理であるとまでいえない。

私傷病に
よる

欠勤中の
賃金

不合理（大阪高裁）
↓

不合理ではない

正職員が長期にわたり継続して就労し、又は将来
にわたって継続して就労することが期待されることに照
らし、正職員の生活保障を図るとともに、その雇用を
維持し確保するという目的によるもの

職務の内容等の一定の相違や、上記のその他の事情に
加えて、長期雇用を前提とした勤務を予定しているものとは
いい難いアルバイト職員に、雇用の維持・確保を前提とする
制度の趣旨が直ちに妥当するものとはいえない。
また、原告の勤続期間（※在籍期間は欠勤期間を含め

３年余り）が相当の長期間に及んでいたとはいい難く、有
期労働契約が当然に更新され契約期間が継続する状況
にあったことをうかがわせる事情も見当たらない。したがって、
不合理であるとはいえない。

○判断枠組み
両者の間の労働条件の相違が賞与の支給に係るものであったとしても、それが旧労働契約法第20条にいう不合理と認めら

れるものに当たる場合はあり得る。
その判断に当たっては、当該使用者における賞与の性質や目的を踏まえて、職務の内容、職務の内容・配置の変更範囲、

その他の事情を考慮することにより、不合理か否かを検討すべき。
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メトロコマース事件（最高裁 令２.10.13判決）
（令和元（受）1190、1191号 損害賠償等請求事件）

正社員 契約社員Ｂ（原告）

退職金
本給（年齢で定められる部分と職務遂行能力に応じた資格及び号俸に
より定められる職務給の性質を有する部分から成る）×勤続年数に応じ
た支給月数

支給なし

駅構内の売店における販売業務に従事していた契約社員B（契約期間１年以内の有期契約、フルタイム）に退職金が
支払われないことが、旧労働契約法第２０条に違反すると主張した事件

原告の職務の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲

■売店の管理、接客販売、商品の管理、準備及び陳列、伝票及び帳簿類の取扱い、売上金等の金銭取扱い等
■業務の場所の変更を命ぜられることはあっても、業務の内容に変更はなく、配置転換等を命じられることもなかった

正社員は、これに加え、休暇や欠勤で不在となった販売員の代務業務、複
数店舗を統括するエリアマネージャー業務があり、業務の必要に応じて配
置転換等を命ぜられる可能性があり、正当な理由なく、これを拒否すること
はできなかった

■売店業務に従事する正社員は、組織再編等に起因して賃金水準の変更や配置転換が困難となっていた（全ての
正社員が同一の雇用管理区分に属するものとして同じ就業規則等により同一の労働条件の適用を受けていたが、
本社の各部署や事業所等に配置され配置転換等を命ぜられることがあった他の多数の正社員とは、職務の内容及
び変更の範囲について相違があった ）

■契約社員Bから契約社員A、正社員への段階的な登用制度は設けられており、相当数を登用していた

その他の事情

売 店
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○判断枠組み
両者の間の労働条件の相違が退職金の支給に係るものであったとしても、それが旧労働契約法第20条にいう不合理と認

められるものに当たる場合はあり得る。
その判断に当たっては、当該使用者における退職金の性質や目的を踏まえて、職務の内容、職務の内容・配置の変更範

囲、その他の事情を考慮することにより、不合理か否かを検討すべき。

最高裁の判断 本件における待遇の性質・目的 判 決 理 由

退職金
不合理（東京高裁）

↓

不合理ではない

職務遂行能力や責任の程度等を踏まえた労務の対
価の後払いや継続的な勤務等に対する功労報償等
の複合的な性質を有するもの

正社員としての職務を遂行し得る人材の確保やその
定着を図るなどの目的から、様々な部署等で継続的
に就労することが期待される正社員に対し支給するこ
ととしたもの
（年齢給と職能給からなる基本給を基礎に算定）

（本件における）退職金の有する複合的な性質・
目的を踏まえて、職務の内容及び変更の範囲に一
定の相違があったこと、その他の事情（売店業務に
従事する正社員（少数）は、組織再編等に起因
して賃金水準の変更や配置転換が困難であったこ
と、正社員登用制度を設けて相当数登用していた
こと）を考慮すれば、不合理であるとまでいえない

○裁判官からの補足意見・反対意見
〔補足意見〕
労使交渉を経るなどして有期・無期契約労働者間の均衡のとれた処遇を図っていくことは、労働契約法第２０条や

短時間・有期雇用労働法第８条の理念に沿うものであり、有期契約労働者に対し企業型確定拠出年金の導入、個
人型確定拠出年金への加入協力、一定額の退職慰労金を支給するなども考えられる。
〔反対意見〕
継続的勤務等に対する功労報償という退職金の性質は長期にわたり勤務する契約社員Bにも当てはまり、職務内容

や配置の変更範囲も売店業務に従事する正社員と大きな相違はないことからすれば、両者間の退職金の有無に関す
る相違は不合理と評価することができるものといえる。
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日本郵便（佐賀、東京、大阪）事件（最高裁 令２.10.15判決）
郵便内務事務または郵便外務事務に従事する時給制契約社員ら（契約期間を６か月以内とする有期契約労働者、１日
原則８時間、１週平均４０時間）が、病気休暇や扶養手当等が与えられてないことが旧労働契約法第２０条に違反する
ものと主張した事件

正社員 時給制契約社員（原告）

病気休暇
私傷病による病気休暇は少なくとも９０日まで

有給で付与
私傷病による病気休暇は１年に１０日の

範囲で無給で付与

扶養手当 扶養親族１人につき毎月支給 支給なし

年末年始勤務手当 年末年始の期間に実際に勤務した場合に支給 支給なし

祝日給
祝日及び年始に勤務した時に１３５％の割合

で支給
祝日には支給されるが、年始に勤務した時

は支給なし

夏期冬期休暇 夏期及び冬期にそれぞれ３日まで有給で付与 付与なし

原告の職務の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲

■郵便外務又は内務事務のうち、特定の業務にのみ従事するもので、各事務に幅広く従事することは予定されておらず、
昇任や昇格は予定されていない

■人事異動なし

旧一般職→郵便外務、郵便内務事務等に幅広く従事、昇任や昇格によ
り役割や職責が大きく変動することが想定されている。配置転換があっ
た。
新一般職→郵便外務、郵便内務事務のうち、標準的な業務に従事。昇
任や昇格は予定されていない。転居を伴わない範囲で人事異動の可能
性があった。
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最高裁の判断 本件における待遇の性質・目的 判 決 理 由

病気休暇
不合理（東京高裁）

↓

不合理

正社員が長期にわたり継続して勤務すること
が期待されることから、その生活保障を図り、療
養に専念させることを通じて、その継続的な雇
用を確保するという目的
休暇中の賃金を最大９０日分まで支給

時給制契約社員についても、相応に継続的な勤務が見込ま
れるのであれば（※原告らはいずれも１０年以上勤務）、有
給の病気休暇を与えることとした趣旨は妥当するというべき

扶養手当

不合理ではない
(大阪高裁)

↓

不合理

正社員が長期にわたり継続して勤務すること
が期待されることから、その生活保障や福利厚
生を図り、生活設計等を容易にさせ、その継
続的な雇用を確保する目的

契約社員についても、扶養親族があり、かつ、相応に継続的な
勤務が見込まれるのであれば、手当を与えることとした趣旨は妥
当するというべき
契約社員の契約期間は６か月以内又は１年以内とされてお

り、原告らのように契約の更新を繰り返す者がいるなど、相応に継
続的な勤務が見込まれているといえる

年末年始
勤務手当

不合理（大阪高裁）
↓

不合理

最繁忙期であり、多くの労働者が休日として
いる年末年始期間において、業務に従事した
ことに対し、その勤務の特殊性から支給される
対価としての性質を有する

業務の内容やその難度等に関わらず、所定の期間において実
際に勤務したこと自体を支給要件とするもの
手当の性質や支給要件及び支給金額に照らせば、支給趣旨

は契約社員にも妥当するもの

祝日給
不合理（大阪高裁）

↓

不合理

最繁忙期であるために年始に勤務したことの
代償として、支給されるもの

短期間の勤務ではなく、繁閑に関わらない勤務が見込まれてい
る契約社員にも、年始における勤務の代償として祝日給を支給
する趣旨は、契約社員にも妥当するというべき

夏期冬期
休暇

不合理
（福岡高裁）

↓

不合理

年次有給休暇や病気休暇等とは別に、労
働から離れる機会を与えることにより、心身の
回復を図るという目的によるもの
取得の可否や日数は勤続期間の長さに応じ

て定まるものとはされていない

繁忙期に限定された短期間の勤務ではなく、業務の繁閑に関
わらない勤務が見込まれているのであって、夏期冬期休暇を与え
る趣旨は、時給制契約社員にも妥当するというべき

○判断枠組み
労働契約法20条にいう不合理か否かを判断するに当たっては、両者の賃金の総額を比較することのみによるのではなく、当該賃金項目の趣
旨を個別に考慮すべきものと解するのが相当であるところ、賃金以外の労働条件の相違についても、同様に、個々の労働条件の趣旨を個別に
考慮すべきものと解するのが相当。

※住居手当については、転居を伴う配置転換等が予定されていない正社員にも支給されていることから、転居を伴う配置転換等
が予定されていない契約社員について不支給とすることは不合理であるとの高裁判決が確定している。

日本郵便（大阪）事件

日本郵便（大阪）事件

日本郵便（東京・大阪）事件

日本郵便（佐賀）事件

日本郵便（東京）事件
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働き方改革推進支援センターのご案内
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児島商工会議所 （毎月第３火曜日 10:00～15:00） ☎ 086-472-4450
備中西商工会議所 （毎月第２水曜日 10:00～16:00） ☎ 0866-92-1122

働き方改革推進支援センターのご案内②

働き方改革推進支援センター

来所、電話・メールによる就業規則
の見直し、賃金制度等に関する
一般的な相談を受付

事業所へ個別訪問を行い、労働時間管理のノウハウや賃金
制度の見直し方等に関するコンサルティングを実施

働き方改革推進支援センター

商工団体・市区町村等

商工団体・市区町村への専門家派遣による
相談窓口への派遣

企業の取組事例や助成金の活用方法な
どに関するセミナーの実施

専門家へ
依頼

中小企業等
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